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財政格差の緩和に向けた地方税・地方交付税制度の運営

地方税・
地方財政の現状Ⅰ



地方税・地方財政の現状 行政安全部

課税主体による分類 使用用途による分類 法的根拠

特
別
広
域
市

道

市税
(9)

道税
(6)

区税
(2)

市郡税
(5)

普通税

目的税

普通税

普通税

目的税

普通税

①取得税 ②レジャー税 ③住民税 ④自動車税 ⑤地方所得税 
⑥地方消費税 ⑦たばこ消費税

①地域資源施設税 ②地方教育税

①登録免許税 ②財産税

①取得税 ②レジャー税 ③地方消費税 ④登録免許税

①地域資源施設税 ②地方教育税

①住民税 ②財産税 ③自動車税 ④たばこ消費税 ⑤地方所得税

取 得 税 
レ ジ ャ ー 税 
住 民 税 
自 動 車 税 
地 方 所 得 税 
地方消費税 たば
こ 消 費 税

地域資源施設税 
地 方 教 育 税

登 録 免 許 税 
財 産 税

地方税

区税
(2税目)

道税
(6税目)

市税
(5税目)

普通税

目的税

普通税

普通税

目的税

普通税

取 得 税
レ ジ ャ ー 税 
地 方 消 費 税 
登 録 免 許 税

特別・広域市税
(9税目)

地域資源施設税 
地 方 教 育 税

住 民 税 
財 産 税  
自 動 車 税
た ば こ 消 費 税 
地 方 所 得 税

地方税の現状



地方税・地方財政の現状 行政安全部

(単位：兆ウォン) (単位：億ウォン)

49.1

70.9

102
114.1

2010年 2015年 2020年 2024年

“地方税100兆時代の到来”
■ 取得税 259,561

■ 登録免許税 21,693

■ レジャー税 8,730

■ たばこ消費税 35,025

■ 地方消費税 258,539

■ 住民税 27,950

■ 財産税 199,511

■ 自動車税 151,079

■ 地域資源施設税 74,671

■ 地方教育税 19,288

■ 過年度収入 72,260

計
1,140,853

過年度収入 6.3%

登録免許税 1.9%

取得税 22.8%

レジャー税 0.8%

たばこ消費税 3.1%

地方教育税 1.7%

地方消費税 22.7%

住民税 2.4%

財産税 17.5%

自動車税 13.2%

地域資源施設税 6.5%

地方税の現状



地方税・地方財政の現状 行政安全部

歳出

歳入

地方税
(25.3%)

国税
(74.7%)

中央政府
(40.6%)

地方
(44.9%)

教育庁
(14.5%)

地方交付税、国庫支出金
教育財政交付金

地方税の現状



地方税・地方財政の現状 行政安全部

中央(510.1兆)国税(382.4兆)

地方税
(115.1兆)

税外収入
(30.6兆)

地方自治体(326.0兆)

交付税(67.0兆) 補助税(84.6兆)

広域自治体

基礎自治体

調整交付金
(14.4兆)

市・道費交付金
(24.0兆)

繰出金
(14.9兆)

教育庁(94.1兆)

教育財政交付金など(75.8兆)

地方税の現状



財政格差の緩和に向けた地方税・地方交付税制度の運営

地域間の財政格差Ⅱ



地域間の財政格差 行政安全部

88.1%

49.2% 46.1% 47.2%

11.9%

50.8% 53.9% 52.8%

面積 人口 地方税収 GRDP

首都圏以外 首都圏

売上トップ1000社のうち74.9%

デパートの54.3%

特定機能病院の62.5%

輸出額の72.3%

上位1000社の売上額の66.0%

2,596
2,603

2,592

2,579

2,562

2,545

2,531
2,536

2,580

2,593
2,604 2,602 2,599 2,601

2014 2018 2019 2020 2021 2022 2023

首都圏 首都圏以外

(単位：万人)

面積 人口 地方税収 GRDP



地域間の財政格差 行政安全部

(首都圏 / 首都圏以外) (単位：%)

■ 20～30

■ 30.1～40

■ 40.1～50

■ 50.1～60

■ 60.1～70

■ 70.1～80

ソウル

仁川

忠南
大田 

江原

京畿

忠北
慶北

慶南

済州

全南 
釜山 

蔚山

大邱

全北

光州 

鬱陵郡

ソウル
76.4%

京畿
49.7%光州

37.0% 全北
25.2%

시 도

果川

62.6%
蔚州

43.1%

江南

66.2%

南原

10.2%
莞島

7.2%

釜山北区
12.3%

시 군 구

格差
△53.9%p

格差
△35.9%p

格差
△52.4%p

格差
△24.5%p

格差
△39.4%p

市 道 市 郡 区



地域間の財政格差 行政安全部

地域間の 
財政力格差

首都圏以外の
地域からの 
人口流出

地方消滅の
加速化

国の
均衡の取れた
発展を阻害

住民の
暮らしの
質の格差



財政格差の緩和に向けた地方税・地方交付税制度の運営

財政格差の是正に
向けた政策努力Ⅲ



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

2.7
5.8

11.3
16.5

23.9
24.7

5%

11%
15%

21%
23.7%

25.3%

0
5
10
15
20
25
30

0%

10%

20%

30%

2010年 2014年 2019年 2020年 2022年 2023年

徴収額 地方消費税率 (単位：兆)

年度 税率 目的 徴収額

2010年 5% 地方財政拡充及び所得・消費課税の割合拡大 2.7兆ウォン

2014年
11%

(6%p↑)

取得税率引き下げ*に伴う減少分を補填

*住宅取引活性化のための取得税率引き下げ(4%→1～3%)
5.8兆ウォン

2019～2023年
25.3%

(14.3%p↑)

国税と地方税の構造改善のための1・2段階の
財政分権推進方策を受けて段階的に引き上げ

24.7兆ウォン
(2023年)

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

納税者 特別徴収義務者
(税務署長・税関長)

納入管理者
(市・道知事の中から行政安全部長官が指名)

・ 市道 / 市郡区 
・ 市道教育庁
・ 地域相生発展基金組合

納付

還付

納入
(翌月の 

20日まで)

按分して
納入

(25日まで)

付加価値税 
納付額
(112.0兆)

100%

<国税>
付加価値税

(83.7兆)

74.7%

<地方税>
地方消費税

(28.3兆)

25.3%

市・道の本庁
(22.6兆)

税収帰属

市・郡・区
(4.2兆)

教育庁
(1.5兆)

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

① 2010年(5%p) 시

② 2014年(6%p) 시 取得税・地方教育税の減少、地方交付税・地方教育財政交付金の減少を考慮して按分

④ 2022～2023年(4.3%p) 시

 2段階財政分権転換事業への所要費用などを補填(～2026年)、残りは市・道に60%、市・郡・区に40%按分*

      * 残りは①の基準に基づいて割り当てた後、本庁に60%、管轄の市・郡・区に40%帰属させる

③ 2019～2021年(10%p) 시
 1段階財政分権転換事業(国→地方)への所要費用などを補填(～2026年)、残りは①基準で按分

Ⓐ 転換事業補填分(2.3兆ウォン/ 定額) Ⓑ 財政調整分(0.7兆ウォン/ 定額) 残り

市・道
(約1.9兆)

市・郡・区

(約0.3兆)

調整交付金(約0.6兆)

【市・郡・区】

教育繰出金(約0.1兆)

【教育庁】

60%

消費支出×ウェイト

【市・道】

40%

人口・逆財政自主度

【市・郡・区】

 配分金額 = 地方消費税(5%p) ×
該当市・道の民間最終消費支出×ウェイト

∑ 各市・道別民間最終消費支出×ウェイト

Ⓐ 転換事業補填分(3.6兆ウォン / 定額) Ⓑ 財政調整分(0.9兆ウォン / 定額) 残り

市・道
(約2.8兆)

市・郡・区
(約0.8兆)

調整交付金(約0.8兆)
【市・郡・区】

教育繰出金(約0.1兆)
【教育庁】

市・道の消費支出×ウェイト(1:2:3)
【市・道】

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

*不動産交付税の財政調整財源分の需要が基準に
 (財政状況50%＋地域財政需要50%)

首都圏

財政需要*

18.9%

広域市 22.9%

その他の道 58.2%

x
53.03%

民間最終消費支出

19.24%

27.73%

首都圏

広域市

その他の道

100%

ウェイト

200%

300%

30.35%

按分比率

22.03%

47.62%

=

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

首都圏

134,299
広域市

その他の道

金額 割合 金額 割合 備考

71,374 53.1%
40,912 30.5%

△22.7%p
(△30,462)

29,640 22.1%
＋2.8%p
(＋3,785)

25,855 19.3%

63,747 47.4%
＋19.9%p
(＋26,677)37,070 27.6%

ウェイト適用前 ウェイト適用後

(単位：億ウォン / 2024年現在)

区分
配分

総額

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

区分 全国合計 首都圏(割合)

地方税全体 114.1兆 61.5兆(53.9%)

取得税 26.0兆 15.8兆(60.8%)

財産税 15.1兆 10.1兆(66.9%)

たばこ消費税 4.1兆 2.2兆(54.9%)

地方消費税 13.4兆 4.0兆(30.5%)

53.9%

60.8%

66.9%

54.9%

30.5%

地方税 全体

取得税

財産税

たばこ消費税

地方消費税

■ 首都圏以外 ■ 首都圏

46.1%

39.2%

33.1%

45.1%

69.5%

①地方消費税の導入



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

区分 出捐方法 備考

2010～
2019年

地方消費税(5%p)の35% 導入

2020～
2029年

1段階財政分権関連 
地方消費税(10%p)の残りの35%

延長*

朴元淳ソウル市長「地域相生発展基金は継続すべき、

地方の困難を解決してこそソウルも発展する」

政治・社会 自治体

②地域相生発展基金の新設



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

出捐規模

ソウル

30,547 

(45%)
仁川

 6,533 

(9.6%)

京畿

30,777 

(45.4%)

(単位：億ウォン)

計
67,857

首都圏

9,621

(12.5%)
首都圏以外

66,821

(87.4%)

その他

57

(0.1%)

計
76,502

首都圏

5,072(6.6%)

首都圏以外

28,895(37.8%)

首都圏

4,549(5.9%)

首都圏以外

37,926(49.6%)
その他

57(0.1%)

融資支援
33,967
(44.4%)

財政支援
42,535
(55.6%)

(単位：億ウォン)

計
76,502

出捐規模(2010～2024年) 配分の現状(2010～2024年)

②地域相生発展基金の新設



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

区税の総合土地税と市税のたばこ消費税の税目交換案(政府立法案、

1995年)が立ち消えに

キム・グンテ議員(1996年)、イ・サンス議員(2001年)が税目交換案を発議するも廃案に

(キム・チュンファン議員、2005年) ⇒ 「共同課税」決定(2007年)

• (上位団体) 江南、瑞草、松坡
• (下位団体) 蘆原、恩平、中浪、道峰、江北

“江南は江北の約26倍”

鐘路区

中区

龍山区

城東区 広津区

東大門区

中浪区
城北区

江北区

道峰区

蘆原区

恩平区

麻浦区

西大門区

江西区

陽川区

九老区
銅雀区

永登浦区

衿川区

冠岳区

瑞草区

江南区

松坡区

江東区

③財産税の共同課税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

第9条(特別市の管轄区域財産税の共同課税) ① 特別市の管轄区域にある区の場合、財産税(船舶・航空機及び都市
地域分除外)は(中略)特別市税及び区税である財産税とする。

② 第1項に基づく特別市分の財産税と区分の財産税は、それぞれ地方税法に基づいて算出された財産税額の100分の
50をその税額とする。

第10条(特別市分の財産税の交付) ① 特別市長は第9条第1項及び第2項に基づく特別市分の財産税全額を管轄区域の
区に交付しなくてはならない。

② 第1項に基づく特別市分の財産税の交付基準及び交付方法など必要な事項は区の地方税収などを考慮して特別市
の 条例で決める。 但し、交付基準を決めていない場合には区に均等配分しなくてはならない。

③財産税の共同課税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

- 財産税を必ず基礎自治体(自治区)に帰属させなければならない憲法的根拠はなく、立法者の帰属主体についての決定権

は尊重されなければならない

- 財産税収入が多少減ったとしても、そのために自治財政権が有名無実になってしまうほど過度に侵害されたとは言えない

⇒ 法律の条項を制定する行為が地方自治権の本質的な内容を侵害したとは言えない

財産税の共同課税に対し合憲

③財産税の共同課税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

7,777

4,292

3,131

389 291 291

4,572

2,830
2,250

879 829 829

江南区 瑞草区 松坡区 中浪区 道峰区 江北区

調整前 調整後

区分
調整前の
財産税額
(億ウォン)

共同財産税調整
歳入
の差自治区

財産税の50%(ⓐ)

特別市分
財産税の50%(ⓑ)

調整後の歳入
(ⓐ＋ⓑ)

全体 34,192 17,096 17,096 34,192

江南区(トップ) 7,777 3,888 684 4,572
5倍

江北区(最下位) 291 145 684 829

(単位：億ウォン)

(上位団体) (下位団体)

財産税の共同課税、財政難の自治区救う助け舟に

③財産税の共同課税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

1962～2004年

普通交付税

※ 増額交付金
(1991～2004)

特別交付税

普通交付税

特別交付税

分権交付税

不動産交付税

普通交付税

特別交付税 

不動産交付税

消防安全交付税

2005～2014年 2015年～

④地方交付税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

普通交付税
(60兆4,018億)

 (財源構成) 内国税*の19.24%(定率分)×97%
* 目的税、総合不動産税、たばこ税の45%、特別会計の財源(酒税など)を除く

 (交付基準) 財源不足額(基準財政需要額－基準財政収入額)
※ 済州は定率(3%) / 世宗は財源不足額25%を加算(～2026年)

 (交付対象) 広域及び基礎(市・郡)自治体
※ 自治区の場合は特別・広域市と合算して算定・交付 / 2025年の不交付団体：ソウル、京畿、城南、華城

特別交付税
(1兆6,464億)

 (財源構成) 内国税の19.24%(定率分)×3%
※ 地域の懸案(40%)、国と地方の協力(10%)、災害管理(50%)

 (交付対象) 広域及び基礎(市・郡及び自治区)自治体

不動産交付税
(4兆47億)

 (財源構成) 総合不動産税全額

 (交付基準) 財政力(50%)、社会福祉(35%)、地域教育(10%)、保有税の規模(5%)

 (交付対象) 基礎(市・郡及び自治区)及び済州(定率1.8%)・世宗

消防安全交付税
(9,856億)

 (財源構成) たばこ税×45%

 (交付基準) 消防・安全施設の現状及び必要投資額(40%)、災害予防・安全強化(40%)、財政状況(20%)

 (交付対象) 広域自治体  

(2025年現在)

④地方交付税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部④地方交付税 



財政格差の是正に向けた政策努力 行政安全部

 首都圏平均と首都圏以外平均の

差 31.1%p ⇒ 5.0%p

 トップと最下位の差 

52.1%p ⇒ 19.6%p

全国平均

48.60%

首都圏

平均

67.80%

首都圏以外

平均

36.70%

ソウル

トップ

79.13%

全北

最下位

27.07%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

財政自立度

全国平均

70.30%

首都圏

平均

73.40%

首都圏以外

平均

68.40%

ソウル

トップ

80.17% 光州

最下位

60.54%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

財政自主度

④地方交付税 



財政格差の緩和に向けた地方税・地方交付税制度の運営

今後の検討課題Ⅳ



今後の検討課題 行政安全部

今後の
検討
課題

① 地方消費税の追加引き上げ及び按分基準
の再編

- 地方消費税の拡大への要求が続く(自治体、国会など)

- 地域経済の好循環構造の確立のために課税の原理に

かなった配分基準*を設ける

* 取得税・教育財政など補填基準を消費指数に転換

③ 複数住所制の導入

- 住民登録地と実際の居住地が異なるケースが増加

- 副住所地登録対象地域、登録居住期間、

登録義務化の如何、課税方策などを整備

※ 住民登録地と同じようなレベルの権益・行政サービスを提供すべき

② 道における市・郡共同税の導入

- 郡の人口減や財政悪化が深刻化

- 市・郡税である法人地方所得税の一部(50%)を

共同税に転換し、市・郡に均等配分

※ 自治体間の事前の合意が求められる

④ 普通交付税の規模の拡大及び補正需要の
見直し

- 2006年以降据え置きの法定率(19.24%)の引き上げ

※ 83年13.27%→00年15.0%→05年19.13%→06年19.24%

- 科学技術・文化享受・地域経済など地域不均衡の

打開のための補正需要など段階的改善



行政安全部 地方税政策課・交付税課

行政安全部

第25回日韓内政関係者セミナー
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